
（様式１－３） 

福島県（飯舘村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 30 年７月時点 

NO. 47 事業名 農業基盤整備促進事業（飯舘西部その２） 事業番号 （５）-42-２ 

交付団体 飯舘村 事業実施主体（直接/間接） 飯舘村（直接） 

総交付対象事業費 （1,085,168） 

1,160,491（千円） 

全体事業費 （1,085,168） 

1,160,491（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

飯舘村では、原発事故により全村避難を余儀なくされ、作付け・摂取制限の状況が続き、長期間農用地

等の適切な管理をすることができなかったことから農業用施設の機能低下が進んでおり、営農再開の大き

な支障となっている。 

そのため、本事業を導入し農業基盤の整備を進めることにより、農作業の効率化を図り農業者の営農意

欲を向上させることで、住民の帰還促進及び地域農業の再建を図るものである。 

事業概要 

（1）事業の概要 

長期間農地の適正管理ができなかったことから、用排水路の閉塞や洗掘、農作業道の浸食及び法面崩壊

が起こり営農に支障をきたしていることを踏まえ、効率的な営農環境の整備として用排水路や農作業道等

の整備を行う。営農再開に向けて早期の整備が必要なことから、平成 28 年度から平成 32 年までの５ヶ年

で整備に必要な測量設計、用排水路や農作業道等の工事を実施し、農業者が営農再開できる環境整備を図

る。 

（2）事業実施内容 

<第 15 回>            <第 21 回>             <第 22 回（今回申請分）> 

・測量設計 一式        ・測量設計 一式          ・測量設計 一式 

・農業用用排水施設等 L=5,470m   ・農業用用排水施設等 L=10,700m   ・農作業道 L=401m 

・暗渠排水 A=9.6ha       ・暗渠排水 A=130ha 

（3）復興計画への位置づけ 

「いいたて までいな復興計画（第１版）（平成 23 年 12 月）」P23 

基本方針⑤「までいブランドを再生する」 

「いいたて までいな復興計画（第５版）（平成 27 年６月）」P67、68 

営農再開「２安全・安心な農作物を作付できる環境を整える」 

当面の事業概要 

<第 15 回（H28～H29）>      <第 21 回（H30～H32）>         <第 22 回（H30）今回申請分> 

・測量設計 一式        ・測量設計 一式         ・測量設計 一式 

・農業用用排水施設等 L=5,470m  ・農業用用排水施設等 L=10,700m  ・農作業道 L=401m 

・暗渠排水 A=9.6ha      ・暗渠排水 A=130ha 

地域の帰還環境整備との関係 

本事業導入によって、本格的な営農再開に向けた用排水路や農作業道等の整備を行うことで、住民の早

期帰還を促進し、営農再開による地域の農業振興並びに地域再生を図る。 

関連する事業の概要 

特になし。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

福島県（飯舘村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 30 年７月時点 

NO. 82 事業名 飯舘村農業基盤整備促進事業（飯舘２期地区） 事業番号 (５)-42-５ 

交付団体 飯舘村 事業実施主体（直接/間接） 飯舘村（直接） 

総交付対象事業費 （50,281） 

126,278（千円） 

全体事業費 （50,281） 

126,278（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

飯舘村では、原発事故により全村避難を余儀なくされ作付・摂取制限の状況が続き、長期間農用地等の

適切な管理をすることができなかったことから農業用施設の機能低下が進んでおり、営農再開の大きな支

障となっている。 

そのため、本事業を導入し農業基盤の整備を進めることにより、農作業の効率化を図り農業者の営農意

欲を向上させることで、住民の帰還促進及び地域農業の再建を図るものである。 

事業概要 

（1）事業の概要 

長期間農地の適正管理ができなかったことから、排水路の閉塞及び洗掘、法面崩壊が起こり排水機能に

支障をきたしていることを踏まえ、効率的な営農環境の整備として用排水路等の整備を行う。営農再開に

向けて早期の整備が必要なことから、平成 29 年度から平成 30 年までの２ヶ年で整備に必要な測量設計、

用排水路等の工事を実施し、農業者が営農再開できる環境整備を図る。 

（2）事業実施内容 

<第 18 回>            <第 22 回（今回申請分）> 

・測量設計 一式        ・測量設計 一式 

・農業用用排水施設 L=512m   ・農業用用排水施設 L=536m 

・農作業道 L=15m 

（3）復興計画への位置づけ 

「いいたて までいな復興計画（第１版）（平成 23 年 12 月）」P23 

基本方針⑤「までいブランドを再生する」 

「いいたて までいな復興計画（第５版）（平成 27 年６月）」P67、68 

営農再開「２安全・安心な農作物を作付できる環境を整える」 

当面の事業概要 

<第 18 回（H29～H30）>       <第 22 回（H30）今回申請分> 

・測量設計 一式         ・測量設計 一式 

・農業用用排水施設 L=512m   ・農業用用排水施設 L=536m 

・農作業道 L=15m 

地域の帰還環境整備との関係 

本事業導入によって、本格的な営農再開に向けた水路の整備を行うことで、住民の早期帰還を促進し、

営農再開による地域の農業振興並びに地域再生を図る。 

関連する事業の概要 

特になし。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

福島県（飯舘村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成３０年７月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 92 事業名 建設型応急仮設大師堂団地整備事業 事業番号 (1)-1-5 

交付団体 飯舘村 事業実施主体（直接/間接） 飯舘村（直接） 

総交付対象事業費 231,592（千円） 全体事業費 541,592（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

原子力災害による全村避難以降、飯舘村は平成２３年１２月に“村民一人ひとりの復興を目指す”こと

を基本理念とする「いいたてまでいな復興計画（第１版）」を策定し、その後半年毎に計画の見直しを実施

しており、第５版まで策定している。 

村では、避難解除後の村民の帰村をふまえ、いいたてまでいな復興計画（第４版）において、飯舘村村

営住宅整備計画を策定し、村営住宅入居意向調査を随時実施し、帰村する村民のため、住宅整備を進めて

きたところである。 

避難した村民が居住する仮設住宅の供与期間については、平成３１年３月に終了することが決定したこ

とを受け、帰村し、村営住宅に入居を希望する世帯が増えることとなった。 

これにより、仮設入居世帯の帰村にあわせ、村営住宅の整備を急ぐ必要が生じたことから、すでに退去

が完了した福島県の応急仮設住宅を村内に移設することにより、応急仮設入居者の村内での住まいの確保

を図るものである。 

事業概要 

いいたてまでいな復興計画（第４版）において策定された飯舘村村営住宅整備計画、さらには仮設住宅

入居者の意向調査結果を踏まえ、退去が完了した応急仮設住宅を福島県から無償で譲り受け、村内に移設

する。 

・計 ２０戸 

当面の事業概要 

＜Ｈ３０年度着手見込み＞ 

（１）測量・造成設計・積算業務 

（２）敷地造成工事 

（３）敷地造成工事監理業務 

（４）地質調査業務 

（５）住宅建設工事設計業務（福島県業務） 

（６）住宅建設工事 

（７）住宅建設工事監理業務 

 

地域の帰還環境整備との関係 

飯舘村の復興再生のためには、幅広い世代の村民の帰村が重要な課題の一つである。 

原子力災害による全村避難によって変化した世帯構成や増加する高齢者の独り暮らし等へ対応し、新た

な帰村場所を確保することにより、より多くの帰村を促す。 

関連する事業の概要 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

福島県（飯舘村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成３０年７月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 93 事業名 建設型応急仮設大師堂団地駐車場等整備事業 事業番号 ◆(1)-1-5-1 

交付団体 飯舘村 事業実施主体（直接/間接） 飯舘村（直接） 

総交付対象事業費 27,256（千円） 全体事業費 27,256（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

原子力災害による全村避難以降、飯舘村は平成２３年１２月に“村民一人ひとりの復興を目指す”こと

を基本理念とする「いいたてまでいな復興計画（第１版）」を策定し、その後半年毎に計画の見直しを実施

しており、第５版まで策定している。 

村では、避難解除後の村民の帰村をふまえ、いいたてまでいな復興計画（第４版）において、飯舘村村

営住宅整備計画を策定し、村営住宅入居意向調査を随時実施し、帰村する村民のため、住宅整備を進めて

きたところである。 

避難した村民が居住する仮設住宅の供与期間については、平成３１年３月に終了することが決定したこ

とを受け、帰村し、村営住宅に入居を希望する世帯が増えてきている。 

これにより、仮設入居世帯の帰村にあわせ、村営住宅の整備を急ぐ必要が生じたことから、すでに退去

が完了した福島県の応急仮設住宅を村内に移設することにより、応急仮設入居者の村内での住まいの確保

を図るものである。 

事業概要 

飯舘村は、地理的条件や生活環境などから自動車保有台数が全国的にも高く、既存団地入居者も複数台

所有している世帯が多数であることから、災害公営住宅の整備と併せ駐車場を整備し、団地内の居住性・

利便性の向上を図る。 

・１戸あたり普通自動車用２台×２０戸 計４０戸 

当面の事業概要 

＜Ｈ３０年度着手見込み＞ 

（１）測量・造成設計・積算業務 

（２）敷地造成工事 

（３）敷地造成工事監理業務 

 

地域の帰還環境整備との関係 

飯舘村の復興再生のためには、幅広い世代の村民の帰村が重要な課題の一つである。 

原子力災害による全村避難によって変化した世帯構成や増加する高齢者の独り暮らし等へ対応し、新た

な帰村場所を確保することにより、より多くの帰村を促す。 

関連する事業の概要 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 (1)-1-5 

事業名 建設型応急仮設大師堂団地整備事業 

交付団体 飯舘村 

基幹事業との関連性 

福島県が整備した応急仮設住宅のうち、退去が完了した応急仮設住宅団地の住宅の一部を無償で譲り受

け、村内に移設するにあたり、入居者用の駐車場を整備し、住宅団地内の居住性・利便性を図る。 

 



 

（様式１－３） 

福島県（飯舘村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 30 年７月時点 

NO.  94 事業名 
農山村地域復興基盤総合整備事業 

（農地防災事業）股田川・滝下地区 
事業番号 (5)-40-5 

交付団体 飯舘村 事業実施主体（直接/間接） 飯舘村（直接） 

総交付対象事業費 6,264（千円） 全体事業費 6,264（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

飯舘村では、原発事故により全村避難を余儀なくされ、作付け・出荷・摂取制限の状況が続き、長期間

農地等の適切な管理をすることができなかったことから農業水利施設等の機能低下が進んでおり、営農再

開の大きな支障となっている。 

そのため、本事業を導入し農業水利施設等の保全管理を進めることにより、速やかに営農再開が実現で

きる状況の構築及び農作業の効率化を図り、農業者の営農意欲を向上させることで、住民の帰還促進及び

地域農業の再建を図るものである。 

事業概要 

（1）事業の概要 

本事業の対象となる地区は、平成 23 年３月 11日発災の東日本大震災による福島第一原子力発電所事故

による影響により長期間の避難指示区域となっていたため、農地・農業水利施設等の適正な管理ができな

かった地区である。また、ため池が耐震性能を有しているか不明な状況であり、早期の営農再開を企図す

る農業者にとって不安要因となっている。 

このため、ため池の耐震性点検を行うとともに、決壊等を想定した場合のハザードマップを作成し、人

命・財産等への影響を把握することで、農業者が安心して営農再開できる環境を整備するものである。 

（2）事業実施内容 

・耐震性点検、調査計画事業 一式 

（3）復興計画への位置づけ 

  「いいたて までいな復興計画（第１版）」P23 基本方針⑤「までいブランドを再生する」、「いいたて ま

でいな復興計画（第５版）」P67、68 営農再開「２安全・安心な農作物を作付できる環境を整える」 

当面の事業概要 

＜平成 30 年度＞ 

○耐震性点検、調査計画事業 

・耐震性点検（ため池２箇所） 

・ハザードマップ作成（ため池２箇所） 

地域の帰還環境整備との関係 

本事業導入によって、ため池の耐震性点検を行い、決壊等を想定した場合のハザードマップを作成し、

人命・財産等への影響を把握する。これにより、安心して営農再開できるよう農業者を後押しすることで、

住民の早期帰還を促進し、営農再開による地域の農業振興並びに地域再生を図る。 

関連する事業の概要 

特になし。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



（様式１－３） 

福島県（飯舘村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 30 年７月時点 

NO.  95 事業名 
農山村地域復興基盤総合整備事業 

（農業水利施設等保全再生事業）飯舘地区 
事業番号 (5)-40-6 

交付団体 飯舘村 事業実施主体（直接/間接） 飯舘村（直接） 

総交付対象事業費 685,756（千円） 全体事業費 685,756（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

東日本大震災後、村は東京電力福島第 1原子力発電所から 30km 圏内にあることから、計画的避難区域と

なり全村避難したため、地域農業の再開・震災からの復興が課題となっている。 

福島第 1 原子力発電所の事故以前は、ため池の堆積土砂を除去するなどの維持管理を行っていたが、事

故後は、堆積土砂に含まれる放射性物質の影響によって、維持管理が困難な状態が続いている他、放射性

汚染物質の流出による下流域・農地への汚染拡散が懸念される。 

農業水利施設として、ため池の機能保全を図るとともに堆積放射性汚染物質の農地・下流域への拡散を

防止するために、放射性汚染物質の除去をはじめ、拡散を防止するための対策を講じる必要がある。（技術

マニュアル P27 の３要件に該当しない） 

本事業を推進することにより、農業水利施設の機能保全・回復を行い、地域住民の帰還促進と営農再開

を図る。 

事業概要 

（1）事業の概要 

上記目標を達成するため、ため池の水質・底質の汚染状況等を把握するための基礎調査を行い、さらに

汚染濃度が高いため池については、ため池内の底質の汚染濃度分布を把握するための詳細調査を行う。こ

れら調査結果を踏まえ、汚染濃度が高いため池について汚染拡散防止対策（底泥除去）の実施設計を行い、

その対策を実施するものである。 

（2）事業実施内容 

・基礎調査（28箇所）、詳細調査（67 箇所）、実施設計（64 箇所） 

・対 策 工（３箇所） 

（3）復興計画への位置づけ 

  「いいたて までいな復興計画（第１版）」P23 基本方針⑤「までいブランドを再生する」、「いいたて ま

でいな復興計画（第５版）」P67、68 営農再開「２安全・安心な農作物を作付できる環境を整える」 

当面の事業概要 

＜平成 30 年度＞ 

○基礎調査・詳細調査・実施設計・対策工（第 22 回申請・基金型） 

・基礎調査（28箇所）、詳細調査（67 箇所）、実施設計（64 箇所） 

○対策工 

・対策工（３箇所） 

＜平成 31～32 年度＞ 

 ○対策工 

  ・対策工（64箇所） 

地域の帰還環境整備との関係 

本事業を導入して、ため池の汚染拡散防止対策を進めることにより、速やかに営農再開ができる環境の

整備及び農作業の効率化を進め、もって農業者の営農再開意欲の向上による住民の帰還促進、地域農業の

再建を図る。 

関連する事業の概要 

特になし。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


